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アサヒビールはスーパーDRYや本生などで有名なビール会社であり、現在ビール業界1位の企業であります。
現在はキリンビールと並び一兆円を越える売上高をあげていますが、1986年当時はキリンとの差は歴然でありました。 ※1986年、キリンは2兆円近くの売上高をあげていた。アサヒビールは現在、 ３８，７％のシェアを占めるビール業界１位の企業です。しかしアサヒビールは１９８６年当時は市場シェア１０％を切るほどに落ち込んでしまい、業界３位から４位に転落するかとまで言われるくらい沈滞した時期がありました。

沈滞していた時のアサヒビールの社内では「何をやってもダメだろう」というあきらめ感が広がっていました。またそれと共に伝統のある大企業にありがちな「それでも何とか会社は続くだろう」という甘い考えも一部ありました。優秀な人材・高い技術力が会社にあるにも関わらず、新しい取り組みを積極的に試みることが社内では乏しく、人材も技術も有効活用されていませんでした。シェアの低迷を見て、アサヒビールのメインバンクである住友銀行から村井勉氏が立て直しを図るため社長に就任しました。村井氏は「全員で意識革命をやり遂げ、低迷ムードを打破し、一刻も早くシェアの回復をはかることです」と社員に呼びかけて、意識改革へとのりだしました。村井氏はまず、意識改革の手始めとして企業の目的や使命、基本方針、価値観などを記した、経営理念の作成を行いました。どういう訳か、その頃のアサヒビールには経営理念がなく、そのために企業としての目標や価値観、基本的な方向性が社員達には強く意識されたり共有されたりすることがあまりありませんでした。そこで、役員・部課長、若手社員などの社内の様々な立場の人々から望ましい経営理念についての声を聞き、議論し、アサヒビールがあるべき企業像として「すべての人々の健康で豊な生活文化に役立つ企業を目指す」と制定しました。そして主に、消費者志向・品質志向などの考え方を重視していきました。

停滞していた時期におけるアサヒビールの社内では生産側と販売側の間に「消費者の嗜好動向」と市場情報についての円滑なコミュニケーションが成立していませんでした。アサヒビールは日本のビール業界草創期から高い技術を持っていました。けれどもそのために、どちらかというと消費者のニーズに対応することを考えるのではなく、むしろ生産者が独自に開発した「味」を一方的に売っていた感があったのです。経営理念を作成したアサヒビールは、これまでの生産者の立場中心に製品の企画・開発を考えていた社員の意識を、より消費者志向でかつマーケットインに考える意識へと変えていきました。そして、より消費者の嗜好に合うように嗜好調査を行いました。その結果、消費者の求めている味は、「口に含んだ時のうまさであるコク」と「のどごしのある爽快感キレ」とこの二つの味が求められていることが明らかになりました。つまり、うまみがあると共に新鮮ですっきりした味がビールに求められていたのです。こうした消費者の求める味のイメージは、従来生産者がイメージする「苦くて、濃く、ホップの匂う」ビールとは異なっていました。
こうして「コクがあるのにキレがある」ビールとしてアサヒ「スーパードライ」が開発され、発売され爆発的な売上げを記録しました。やがて市場シェアを39.5％まで上がり、アサヒが堂々の首位に立ちました。

組織文化など社員全員の意識を変革することが組織の活性化に繋がりました。アサヒビールは経営理念のリフレッシュをして生産者の立場中心の考え方から、より消費者思考でかつマーケットインに考える意識へと変わっていきました。お客様を第一に考える精神は変わっていません。しかし消費者の嗜好は時代と共に変わっていきます。消費者の変化に対応するために、アサヒビールも変わっていかなければなりません。そしてアサヒビールはスーパードライのヒットの後、消費者の嗜好を追い求め、発泡酒事業や海外へと進出していきました。
スーパードライの誕生によってシェアの巻き返しに成功したアサヒビールが２００１年２月に発泡酒「アサヒ本生」を発表しました。

　まず、アサヒが発泡酒発売を控えていた理由には、２つあります。ひとつは「ビールのまがい物である発泡酒は出さない。」そしてもうひとつは、自主製品同士の競合が発生してしまうのではないか。ということです。ここで言う「自主製品同士の競合」とは、つまり発泡酒ファンがキリンの「麒麟端麗」から「アサヒ本生」に乗り換えることはアサヒにとってうれしいことですが、アサヒのファンが「スーパードライ」から「アサヒ本生」に乗り換えてしまうかもしれないということでした。

　そんなアサヒが「スーパードライ」だけでは、時代の流れに乗り遅れると判断し、ビールとは別に、幅広いカテゴリーでの提案・位置付けをはかりました。

《《アサヒビールからの回答：現在アサヒは発泡酒やチューハイやカクテル等を含めより幅広いカテゴリーでの提案をしています。「アサヒ本生」の発売はその一環として位置付けしたということです。また、発泡酒の部門とか発泡酒という商品の範囲を「発泡酒カテゴリー」といいます。戦略上の第二ステップとして、ニッカウヰスキー社とともに総合酒類の提案を進めている。

デフレスパイラルの中で各酒類は今後どのような価格政策を取るべきか：ついに発泡酒価格130円台が主流に。酒類市場のデフレスパイラルはさらに進む。キリンビールの「極生」発売によって130円台に突入した発泡酒の価格は、その後アサヒビールの「本生」、サントリーの「爽快仕込」の期間限定値引きキャンペーンを経て、ついに各社が130円台のレギュラー商品発売に踏み切ることで、さらに低価格化に拍車がかかる結果となった。その背景には、この不況下で130円台の発泡酒に対して、消費者から強い支持があったことがあげられる。しかも、これまでの下限だった135円の下をいく130円の商品まで登場したことで、この低価格戦争は、さらに激しさを増していくような空気が流れはじめた。今後は、発泡酒の低価格戦争が、他の酒類に与える影響についても、考える必要が出てきそうだ。特に、今回の値下げでさらに価格差が広がるビール市場からの消費者離れの加速や、価格帯や消費層、消費市場がオーバーラップする缶入りチューハイの動向にも、少なからず影響を与えそうだ。また、さらに鮮明になった低価格化の流れは、来年度に予定されている税制改正で、発泡酒の増税をもくろむ国の政策にも、微妙な影を落としていくのではないかと思われる。
　ここ数年の、酒類市場を覆い尽くすかのような低価格化の流れは、これまで消費者の持っていた「酒に対する値ごろ感」自体に、大きな変化をもたらしてきたように感じる。例えば、これまで消費者は缶ビールレギュラー缶1本が200円以上するのは当たり前だと思っていたが、発泡酒の登場でビール・フレーバーの商品に対する値ごろ感は、一気に150円以下まで低下していったように思うし、缶入りチューハイについても、350ml缶は200円以上すると思っていたものが、現在では100円台前半で買えるのが当たり前だと感じるようになってきた。こうした消費者のもつ値ごろ感の変化は、ビールや缶入りチューハイ以外の酒類でも、同じような傾向が見られる。例えば清酒は、1.8Ｌで1700～1800円は当然だと思っていたものが、現在は実勢価格が1000円前後の2Ｌパックが売れ筋の中心になっているし、ワインについても、実際に動いているのは500円前後の商品が中心だ。
　逆にここ数年、消費者の値ごろ感が以前と変わらない、もしくは上方へシフトしたと思える酒類は、焼酎乙類以外は思い当たらない。これでは酒販店の売り上げが伸びないのも仕方ないし、流通がせめて金かさのあがる焼酎乙類に力を入れていこうというのも納得できる。
　今回、発泡酒の低価格シフトがさらに進み、酒類市場のデフレ化に拍車がかかることで、各種類、そして各メーカーはどのような戦略で、マーケットの変化に対応していくのか。発泡酒とは競合関係にある缶入りチューハイなどは、価格志向を打ち出していかざるを得ないだろうし、ワインも経済性の高い商品へのシフトが続くように思う。問題は、ここ数年低価格シフトの続いてきた清酒の動向だ。清酒大手各社は、現在自社の基準に基づいて、懸命に市場の健全化に取り組んでいる。酒類市場は、今後も低価格志向をさらに鮮明にしていくだろうが、清酒業界は、こうした流れとは一線を引き、消費者にも流通にも喜ばれる高品質で、しかも利益のしっかりと残る商品に力を入れていくべきだと思う。それが、清酒が厳しいシェア争いが続く酒類市場の中で生き残っていくためのポイントになっていくのではないか。》》

　その後、アサヒビールは「赤い嵐作戦」と題し、スーパーなどの店頭を「本生」のブランドカラーである赤一色で埋め尽くしたのです。本社や支店の内勤者約４５００人を動員して販促活動は好調なスタートをきりました。その結果として２週間で即完売、出荷が間に合わないほど大好評でした。さらに翌２００２年には、本生発売１周年を機に「赤い嵐作戦２００２」という大規模な販促に踏み切り、約１ヶ月間ビール１本１０円値下げするなどのキャンペーンを行いました。

「アサヒ本生ご愛飲感謝キャンペーン」のひとつの柱である景品プレゼントキャンペーンは、『本生』４品種（缶１０００ｍｌ、缶５００ｍｌ、缶３５０ｍｌ、スタイニーびん３３４ｍｌ）を対象商品とするもので、キャンペーン名称は『アサヒ本生“赤い方がいいじゃないか！”キャンペーン』とし、３ヶ月間の応募期間で実施。この施策は、『本生』の強烈な個性であるパッケージの“赤”に焦点をあてたキャンペーンであり、本格的な味わいを持ちながら、元気感溢れる『本生』のイメージに合致する“真っ赤な”景品をプレゼントしました。応募シール４８枚１口のコースでは、「赤いポータブルＤＶＤ」「赤い液晶テレビ」の２アイテム、２４枚１口のコースでは、「赤いＰＤＡ」「赤いメモリオーディオ」「赤いデジカメ」「赤い折りたたみ自転車」の４アイテムのうち、ご希望の景品にご応募できるというキャンペーンでした。

これからは発泡酒がビールにかわって消費者の主流になっていくのではないでしょうか。出荷ケース数では依然としてビールの方が倍近い数字ですが、発売時からの伸びでみれば明らかに発泡酒に人気が集まっています。やはりビールに比べて低価格で、お酒好きには水っぽいという批判もありますが、逆に女性にはそれが飲みやすさにつながり、売り上げが伸びているのだと思います。

アサヒビールは、今月１６日に「本生」から、海藻エキス・糖分５０％オフを売りにアクアブルーという新商品を発売します。これまで２００１年に発売した「本生」１本で各メーカーに追いついてきただけに、このアクアブルーの発売によって更なる飛躍を遂げるのではないかと考えられます。

まとめ

結論としては、ケース作成時の経営理念は「全ての人びとに健康で豊かな生活文化の向上に役立つ企業を目指す」で、現在は「すべてはお客さまのうまいのために」と根本的な変化はありません。しかし具体的な活動として、ス－パードライが開発・発売されてから（ケース作成時から）、アサヒビールは価格志向の消費者向けに発泡酒の製造販売を始めたり、新たな需要の開拓・より多くの消費者へのうまいを届けるために海外へと様々な変化がありました。ビール業界の現状と未来は、決して安心できる状態ではありません。20代、30代といったいわゆるヘビーユーザーの人口比率が減少していることや、低アルコール化、低カロリー化といった健康志向によるビール離れ、少子高齢化問題などの影響は大きいです。こうした外部環境をアサヒビールが、どう乗り切るのかが問題になってきます。

そしてアサヒビールは今後も消費者のうまいのために、挑戦の手を緩めません
参考文献

「アサヒビール組織文化の改革」

　　　　　　・有斐閣ブックス『ケースに学ぶ経営学』　　東北大学経営学グループ著　

　　　　　　・アサヒビール　ホームページ

　　　　　　・ＫＣＲ総合研究所　ホームページ

